
様式第１号（第４条関係） 　グレー部分をご記入ください

円

裏面の誓約・同意事項の内容について確認し、誓約・同意します。 （✓をいれる）

令和8 年 〇 月 〇 日

電話番号 〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇

法人番号
(個人事業主の場合は、記載不要)

1234567890123

令和７年度青森市賃上げ・物価高騰対策応援金交付申請書兼請求書

　令和７年度青森市賃上げ・物価高騰対策応援金交付要綱に基づく応援金の交付を受けたいので、下記に記載の事
項について相違ないことを誓約し、同要綱第４条第１項の規定により申請します。なお、応援金の交付決定及び額の
確定がなされた場合には、応援金を指定の口座に振り込むよう請求します。

青森市長　様
申請者 住所（法人の場合は、本店所在地を記載）

〇〇県〇〇市大字〇〇字〇〇　〇-〇-〇

氏名（法人の場合は、名称・代表者職氏名を記載）

株式会社〇〇〇〇　代表取締役　〇〇　〇〇

記

１ 　交付申請（請求）額 １ ０ ０ ０ ０ ０

住　　　　所 青森市大字〇〇字〇〇　〇-〇-〇

２ 　申請者の主たる業種※1、資本金又は出資総額、常時使用する従業員数※2

市内における主な事業所等の名称及び住所

事業所等名称 株式会社〇〇〇〇　△△△事業所

主たる業種、資本金または出資総額、常時使用する従業員数（いずれかに✓をいれる）

a.製造業、建設業、運輸業、その他の業種
　（資本金または出資総額３億円以下・常時使用する従業員数３００人以下のいずれか若しくは両方にあてはまる者に限る）

d.小売業
　（資本金または出資総額５，０００万円以下・常時使用する従業員数５０人以下のいずれか若しくは両方にあてはまる者に限る）

　※１　分類についての詳細は、別紙のＱ＆Ａをご確認ください。

b.卸売業
　（資本金または出資総額１億円以下・常時使用する従業員数１００人以下のいずれか若しくは両方にあてはまる者に限る）

c.サービス業
　（資本金または出資総額５，０００万円以下・常時使用する従業員数１００人以下のいずれか若しくは両方にあてはまる者に限る）

普通 当座 口座番号
(右詰で記載）

　※２　労働基準法（昭和22年法律第49号）第20条の規定に基づく従業員（あらかじめ解雇の予告を必要とする者）

３ 　振込先口座

金融機関

金融機関名 〇〇銀行 本・支店名 〇〇支店

預金種別
(いずれかに✓)

３ ４ ５ ６ ７１ ２

（フリガナ） ｶ)ﾏﾙﾏﾙ

口座名義 株式会社〇〇

４ 　誓約・同意事項

０ 通帳番号
(右詰で記載)

ゆうちょ銀行 通帳記号
(6桁の場合は※欄に記載)

１

　　　　　裏面の「５主な事業、主な業種」をご記入ください。

※

【電子申請にご協力ください】

左記のQRコードまたは下記

URLから市ホームページに

アクセスし、電子申請サービス

のリンクから申請することが

できます。

【URL】

https://www.city.aomori.aomori.jp/

sangyo_koyou/shoukougyou/1009969.html

（市使用欄）※記入しないでください

（１～１０） （Ａ～Ｔ）

✓

✓

✓

【記載例】 法 人

法人登記上の所在地

日中連絡のつく

電話番号を記載

法人は

１０００００円を記載

中小企業者などの要件について

は、Ｑ＆Ａをご覧ください

口座名義は、預金通帳の表紙の裏側の名義（カタカナ

で記載されている名義）のとおりに記載してください



・ 　申請者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第2条第5項に規定する性
風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務受託営業は営んでいません。

・ 　申請者は、青森市暴力団排除条例（平成23年青森市条例第33号）第2条第2号に規定する暴力団員又は暴力団員と
社会的に非難されるべき関係にある者ではありません。

　　（誓約・同意事項）

・ 　申請内容について虚偽はありません。応援金の交付後に申請内容に虚偽が判明した場合は、応援金の返還に応じ
るとともに、事業者名、事業所名等について公表することに同意します。

・ 　申請者は、申請した事業所等について営業しており、申請後も継続して営業することを誓約します。また、市が
保有する公簿等によってこの事実を確認することに同意します。

・ 　申請者は、政治活動及び宗教活動を目的とする団体ではありません。

・ 　（申請者が市に住所を有する個人の場合）申請者は、市内に住所があります。また、市が保有する公簿等によっ
てこの事実を確認することに同意します。

　　４ 運転代行事業　　　５ レンタカー事業　　６ 宿泊事業

　　７ 医療事業　　　　　８ 福祉事業　　　　　９ 一般公衆浴場事業　

　　１０  １～９以外

　　５　主な事業、主な業種

　　①　申請者の主な事業について、あてはまるものに〇をつけてください。

　　１ バス事業　　　　　２ タクシー事業　　　３ トラック等運送事業　

　　　　あてはまるものに〇をつけてください。

　　Ａ　農業、林業　　　Ｂ　漁業　　　　　　　　Ｃ　鉱業、採石業、砂利採取業

　　Ｄ　建設業　　　　　Ｅ　製造業　　　　　　　Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業

　　②　①で「１０  １～９以外」と回答した方は、申請者の主な業種について、

　　Ｎ　生活関連サービス業、娯楽業　　　　　　　Ｏ　教育、学習支援業

　　Ｐ　保健衛生、社会保険・社会福祉事業　　　　Ｑ　複合サービス事業

　　Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）　　　Ｔ　分類不能の産業

　　Ｇ　情報通信業　　　Ｈ　運輸業、郵便業　　　Ｉ　卸売業、小売業　　　　　

　　Ｊ　金融業、保険業　　　　　　　　　　　　　Ｋ　不動産業、物品賃貸業　　　

　　Ｌ　学術研究、専門・技術サービス業　　　　　Ｍ　飲食サービス業　　　

①で「１０ １～９以外」と回答されたかたは、質問②にお答えください。

①で１～９と回答

されたかたは、②の

回答は必要ありません。

〒０３０－０８０１

青森市新町１丁目３－７

青森市役所 経済政策課 宛

（令和7年度青森市賃上げ・物価高騰対策応援金 申請書類一式在中）宛名ラベルとしてご利用ください ＞＞＞


